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日本クリアリングサービス株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 株式会社だいこう証券ビジネス（代表取締役社長：竹内 透、本社：大阪市中央区北浜２－

４－６、東京本部：東京都中央区日本橋兜町１４－９、以下「ＤＳＢ」）は、平成１５年８月

２９日開催の取締役会において、日本クリアリングサービス株式会社(代表取締役社長：鈴木 

弘久、本社：東京都中央区日本橋小網町６－７、以下「ＮＣＳ」)の発行済株式総数の６０．

０％を取得し子会社化することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

証券界は、証券決済制度改革が進められるとともに、証券仲介業制度や証券会社の最低

資本金の引き下げを盛り込んだ証券市場の改革促進策が検討されるなど、大きな変革期に

あります。このような状況の中、ＤＳＢは、本年１月に証券業登録を受け有価証券等清算

取次業務に参入いたしました。 

更に、ＤＳＢは、上記業務を拡大発展させるべく株式等売買注文の市場執行を行うため、

株式会社野村総合研究所(以下「ＮＲＩ」)とシステム提携し、売買注文の取次チャネルの

確保を目指すなど、いわゆる日本版クリアリングファームの確立のための布石を打ってま

いりました。 

これらの一連の事業戦略に基づき、ＤＳＢは、ＮＣＳの株式を、現在の主要株主である

野村土地建物株式会社(所有割合５５．０％)と野村ホールディングス株式会社(所有割合

５．０％)から計６０．０％取得し、子会社化することといたしました。 

ＤＳＢは、ＮＣＳと一体的に業務を行うことにより、規模の経済による利益を享受する

ことができ、業務の効率化が一層進むこととなります。また、ＮＣＳは、ＮＲＩのＳＴＡ

Ｒ－Ⅳシステムのユーザーに対し証券会社の基幹業務に関する支援サービス全般を行っ

ており、ＳＴＡＲシステムのマーケット拡大と共に、ＤＳＢの取引基盤の強化拡大が可能

となります。 

ＤＳＢは、このような相乗効果を最大限に発揮させ、バックオフィス業務全般の充実を

図り、日本版クリアリングファームの構築を着実に推し進め、業容の拡大を目指すととも

に、証券市場のインフラストラクチャーとして欠くことのできない会社として証券市場改

革に貢献いたしたいと考えております。 



 

２．子会社となる会社の概要 

（１）商     号 日本クリアリングサービス株式会社 

（２）代  表  者 代表取締役社長  鈴木弘久 

（３）所  在  地 東京都中央区日本橋小網町６番７号 

（４）設 立 年 月 日 平成１０年８月２１日 

（５）主な事業の内容 証券バックオフィス業務の受託 

（６）決  算  期 ３月末 

（７）従 業 員 数 ３８名 

（８）主 な 事 業 所 東京都中央区日本橋小網町６番７号 

（９）資 本 の 額 ３億円 

（10）発行済株式総数 ６，０００株 

（11）株 主 構 成 野村土地建物株式会社    （所有割合 ５５．０％） 

株式会社野村総合研究所   （所有割合 ４０．０％） 

野村ホールディングス株式会社（所有割合  ５．０％）  

（12）最近事業年度における業績の動向 

 平成１４年３月期 平成１５年３月期 

売  上  高 １，４９３百万円 １，２６４百万円 

営 業 利 益 １７３百万円 １２７百万円 

経 常 利 益 １７３百万円 １２７百万円 

当 期 利 益 ８７百万円 ７１百万円 

総  資  産 ６０８百万円 ６１９百万円 

株 主 資 本 ４３２百万円 ５０４百万円 

 

３．株式の取得先 

  野村土地建物株式会社    ３，３００株（所有割合 ５５．０％） 

野村ホールディングス株式会社  ３００株（所有割合  ５．０％）  

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数        ０株（所有割合  ０．０％） 

（２）取得株式数        ３，６００株 

（３）異動後の所有株式数    ３，６００株（所有割合 ６０．０％） 

 

 

 

 

 

 



 

５．日程 

取締役会決議      平成１５年 ８月２９日 

基本合意書締結     平成１５年 ８月２９日 

株式譲渡契約書締結   平成１５年１０月 １日(予定) 

株券取得期日      平成１５年１０月 １日(予定) 

 

６．今後の見通し 

  本件による当社の平成１６年３月期の連結業績に与える影響額につきましては、現在のと

ころ未確定でありますが、今後連結業績予想に修正が必要となる場合には速やかに発表い

たします。 

 

以 上 


